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令和 5 年度 松阪市洪水ハザードマップ原稿データ作成業務委託  

仕様書 
 

第１章 総則 
 

第１条 適用範囲 

本仕様書は、松阪市（以下「甲」という。）が発注する「令和５年度 松阪市洪水ハザ

ードマップ原稿データ作成業務委託」（以下「本業務」という。）に適用し、受注者（以

下「乙」という。）が本業務を実施するにあたり、必要な事項を定めたものである。 

 

第２条 業務目的 

本業務は、洪水発生時における住民の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、河川の

氾濫等による浸水想定区域の実情や避難場所等を調査し、災害時の減災対策に活用でき

る「令和５年度 松阪市洪水ハザードマップ原稿データ作成業務委託」の原稿データを

作成するものであり、平常時から、市民の防災意識の向上を図り、 水害時の人的被害

等を最小限に抑えることを目的とする。 

 

第３条 対象流域および河川 

 ハザードマップを作成する対象流域および河川は以下のとおりとする。 

（１） 櫛田川水系： 孫川、櫛田川、祓川、六呂木川、谷川、蔵谷川、深野川 

       岩井谷川、神路山川、鍛冶屋瀬川、橋ヶ谷川、仁柿川 

       横谷川、樋山川、平谷川、神名原川、鳥垣外川、南俣川 

       古坂川、桑谷川、大谷川、畑井川、相津川、手石川、長入川 

       西谷川、波留川、栃川、虹野谷川、一之瀬川、深谷川 

       東出谷川、庄司川、東又川、奥山川、地添川、福本川 

       湯谷川、小屋川、蓮川、江馬小屋谷川、宮の谷川、中谷川 

       唐谷川、冬見谷川、青田川、かつえ谷川、菅谷川、 

        一本山谷川、岩谷川、細野谷川、月出川、寺の奥谷川 

       太良木川、草鹿野川、木梶川、栃谷川、飯田原川 

（２） 雲出川水系： 赤川、立川川、城古谷川、中村川、駒返川、大谷川 

           井置川、岩倉川、飯福田川、柚原川 

（３） 三渡川水系： 中川、岩内川 

（４） 阪内川水系： 矢津川、ツヅラ又川 

（５） 金剛川水系： 山下川 

 

第４条 準拠する資料 

本業務は、本仕様書、「水害ハザードマップ作成の手引き（令和５年５月 国土交通

省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室）」に基づくほか、関係法令通達書等に準

拠して実施するものとする。 

 

第５条 貸与資料 

甲は本業務に必要な次の資料を乙に貸与するものとする。 

乙は資料借用時に甲に借用書を提出することとし、貸与資料の取扱い、管理には十分

注意し、業務完了後は速やかに返納することとする。 

（１）洪水浸水想定区域データ（Shape 形式） 
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（２）家屋倒壊等氾濫想定区域データ（Shape 形式） 

（３）三重県共有デジタル地図データ 

 (４) 市が指定する避難場所や避難所に関する資料 

（５）公共施設、防災関連施設等に関する資料 

 (６) 松阪市洪水ハザードマップデータ（過去版） 

（７）その他必要な資料 

 

第６条 疑義の解決 

本仕様書に明示なき事項および疑義が生じた場合は、甲と乙が協議のうえ、甲の指示

に従うものとする。 

 

第７条 作業計画 

乙は、作業の実施に先立ち、下記の作業計画に関する書類等を甲に提出し、その承認

を受けなければならない。 

（１） 業務工程表 

（２） 業務計画書 

（３） その他「甲」が必要とする書類 

 

第８条 議事録の作成 

 乙は、本業務に関する打合せ又は協議内容について、議事録を作成し、甲の確認を受

けなければならない。 

 

第９条 成果品の帰属等 
本業務の成果品は全て甲に帰属するものとし、乙は、成果品および収集した資料等を甲の

許可なく他に公表してはならない。 

 

第１０条 検査 

乙は業務の遂行に当たり、随時作業の進捗状況を甲に報告するとともに、全工程完了

後、検査を受けなければならない。 

 

第１１条 秘密の保持 

乙は、本業務を履行する過程において、知り得た秘密を他人に漏らしてはならないも

のとする。 

 

第１２条 乙の資格等 

 乙は、受注した業務を確実に履行できることを証明するため、以下の実績・資格を有

するものとし、その根拠資料（契約書の写し、証明書等）を甲に提出するものとする。 

（１） 過去１０年以内の自治体での洪水ハザードマップ作成業務の実績。 

 

第１３条 契約期間 

契約締結日から令和６年１月３１日まで 
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第２章 業務内容 
 

第１４条 業務概要 

本業務は、洪水ハザードマップを作成するための調査及びマップの原稿データ作成で

あり、範囲は櫛田川水系、雲出川水系、三渡川水系、阪内川水系、金剛川水系の計５水

系を対象とし、三重県から提供される対象河川の「浸水想定区域図」並びに松阪市にお

ける過去の浸水実績等を考慮した区域を表示するとともに、気象・洪水情報の受信方法、

避難情報の伝達方法、避難場所などを周知用として併せて表示する。なお、浸水想定区

域図に重ねる河川の浸水想定データは、データ間の統合処理を行い、浸水深の設定値は

「水害ハザードマップ作成の手引き」等に基づき、決定するものとする。 

 

＜業務実施基礎事項＞ 

（１） 計画準備  

（２） 資料収集整理 

（３） 基図の作成 

（４） 避難場所の見直し 

 （５） 記載項目等の内容検討 

（６） 洪水ハザードマップ原案作成 

 （７） 報告書・電子データの作成 

（８）ホームページ公開用データの作成 

 

第１５条 計画準備 

 計画準備は、業務の実施に先立ち、松阪市における防災の実態を把握し、工期および

地域の状況を考慮して工程毎の詳細な作業計画を立案するとともに、浸水が予想される

区域、地域などを考慮して、 作成範囲、記載する情報項目、体裁（大きさや基図の縮

尺等）の基本条件を検討する。 

 

第１６条 資料収集整理 

 資料収集整理は、国土交通省・三重県から提供される対象河川の浸水データを基に、

浸水状況に係わる情報を整理・検討する。また、ハザードマップ記載項目の根拠資料と

して用いる避難情報資料、 防災情報資料、その他作成にあたって必要な資料を収集整

理する。 また、国土交通省・三重県がホームページ等に公開している浸水想定区域図

と本業務に用いる電子データを重ね合わせて対象河川の浸水範囲を確認し、差異がない

か確認すること。差異がある場合、ハザードマップ原案データが正しい範囲になるよう

対応すること。 

 

第１７条 基図の作成 

本事業に用いる基図は、三重県市町総合事務組合発行の「共有デジタル地図」データ

を使用し、洪水ハザードマップ作成区域について、適正な縮尺及び図化範囲等を検討し

たうえで、作成した基図（案）を甲に提示し、承認を得るものとする。 

 

第１８条 避難場所の見直し  
浸水想定区域、浸水深、家屋倒壊等氾濫想定区域等を基に避難先の検討をし、避難場

所の見直しを行うものとする。 
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第１９条 記載項目等の内容検討 
  下記の項目を基に、洪水ハザードマップに記載する防災関連情報を検討、整理するも

のとする。詳細は甲・乙協議により決定するものとする。 

 

（１） 地図面  

①想定最大規模の洪水に対する浸水区域と浸水深 

（三重県が作成する想定最大の浸水想定区域図） 

②家屋倒壊等氾濫想定区域（早期の立退き避難が必要な区域）  

③避難場所  

④水位観測所等  

⑤防災関係機関その他  

⑥説明文（想定最大規模降雨に関する事項等）  

⑦一覧表（避難場所・防災機関・医療施設等）  

⑧凡例（想定浸水深区分等）  

⑨各機関の問合せ先 

⑩その他必要事項（幹線道路、アンダーパス等） 

 

（２）情報・学習面 

      ①水害のシナリオ解説 

②水害に備えた事前の準備と心構え等  

③気象・洪水情報の受信方法  

④避難時の心得、行動の解説  

⑤避難行動に関するフロー  

⑥家屋倒壊等氾濫想定区域の解説（図示） 

 ⑦洪水時の水位について（避難勧告等を発令する水位）  

⑧その他 

 

第２０条 洪水ハザードマップ原案作成  

すでに作成済である洪水ハザードマップを基とし、住民にわかりやすい地図デザイ

ン・レイアウトにて色彩・タイトル・凡例等を整え、防災上の課題を整えたうえで作成

するものとする。なお、レイアウトについて、本業務の成果品を用いて印刷を行うため、

仕上がりイメージの提案を行うこと。 また、フォントについてはユニバーサルデザイ

ンフォントを使用すること。 

 

＜櫛田川水系＞ 

 冊子版の情報・学習面を最新情報に更新する。 

 また、地図面についても、必要に応じて、浸水想定区域と浸水深等を重ね合わせた 

洪水ハザードマップデータを更新する。 

 なお、未作成の地域がある場合は、新たに地域を追加し、図郭の案について受注者

に提案するものとする。 

  

＜その他の水系＞ 

情報・学習面を最新情報に更新する。 

また、地図面についても、必要に応じて、浸水想定区域と浸水深等を重ね合わせた 

洪水ハザードマップデータを更新する。 
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なお、未作成の地域がある場合は、新たに地域を追加し、図郭の案について受注者

に提案するものとする。 

 

第２１条 報告書・電子データの作成  
洪水ハザードマップ原案および成果品は、今後の防災に関する業務への活用や防災関

係機関との協議が円滑に行えるように、洪水ハザードマップ原案を画像データで作成す

るとともに、調査結果や検討事項をとりまとめ報告書を作成するものとする。  

また、洪水ハザードマップの原案データは直ちに印刷の原版データとして扱えるよう、

電子データ PDF 形式、TIFF 形式（地図面：GIS データとして SHAPE または DXF 形式、

啓発情報面：イラストレータのデータとして AI形式）を作成し、納品すること。 

 

第２２条 ホームページ公開用データの作成  
作成したハザードマップは、市民に幅広く周知することを目的として、松阪市ホーム

ページ公開用画像データ（PDF 形式）を作成するものとする。 

 

第２３条 成果品 
（１）原稿データ        １式  

（２）ホームページ掲載用データ １式  

（３）業務報告書        １式  

 

第３章 その他  

（１）成果品や旅費、資料作成費等、本業務に係る費用は、すべて契約金額に含めるこ

と。なお、入札価格は契約金額から１１０分の１００を乗じて得た金額（１円未

満の端数は切り捨てる） とすること。また、本契約に係る支払いは、契約満了

後に一括で支払うものとする。 

（２）作業員等の雇用条件、賃金の支払い状況、作業環境を十分に把握し、適正な労働

環境を確保しなければならない。なお、賃金の支払い状況において、従業員から

支払い等の申し出があり、甲が必要と認める場合は、その状況を確認できる資料

を提出すること。また、必要に応じ、労働基準監督署等の関係機関へ照会、通報

することができるものとする。 

 

連絡先 

松阪市建設部土木課河川雨水対策係   担当 豊田 

電話：０５９８－５３－４１４４ 

 

                                     


